
【推進委員会でのご意見】

NO 団体名 普代村地球温暖化対策実行計画（区域施策編）に関する意見・提言 当日回答 対応と計画への反映

1

普代商工会 P12の水産業に「暖水系回遊魚の漁獲量は増加している」と記載があるが、

普代村においてブリやサワラなどの暖水系回遊魚の漁獲量が増加していること

はない。また、普代村ではワカメ・コンブを食べるアイゴという魚が水揚げされるよ

うになり、水産業に携わる者として深刻に受け止めている。

2

久慈地方森

林組合

P12に関して、普代村で現れている影響、地域特有の課題を計画に記載し

てはどうか。普代村でもナラ枯れが発生している。可能な範囲で記載してほし

い。

3
岩手県県北

広域振興局

P12に関して特に普代村で現れている影響は記載してほしい。

4

普代村漁業

協同組合

P45重点施策2、取組①の「現時点での候補施設」のうち、冷凍冷蔵加工

場と製造加工場は同じ建物ではないか。

整理する。 P45の【現時点での候補施設】を

修正しました。

5

岩手県県北

広域振興局

定期的な推進評価を実施し進行管理を確実に行ってほしい。1年に1回進

捗状況を報告するということだが、報告する具体的な事項については事務局

内で整理しておくべきである。

ご意見の通り、進捗管理が重要である。行政だけで進めるものではなく、村

民・事業者一体となって進捗管理し推進できるような体制としたい。

同左

6

東北電力株

式会社

前回の推進委員会では再生可能エネルギーの導入目標についてアンケート

調査結果等を用いた案も示されていたが、国の導入目標を按分した数値とし

た背景があれば教えてほしい。

村で特に推進できる再生可能エネルギーの種類を絞り込んだ上で、国の

導入目標は温室効果ガス排出量46％削減の根拠にもなる数値であるた

め、国の導入目標を按分した数値を採用した。計画にも可能な範囲で記

載する。

P29に注釈文として「導入目標」

の考え方を追記しました。

第2回推進委員会でのご意見と対応方針

国の「気候変動影響評価報告書」と岩手県の「令和2年度岩手県気候

変動適応策取組方針」に記載の東北地域、県の影響を記載しており、普

代村独自の影響の調査は行われていないため記載していない。

P38のリード文に「地域における

影響等」を追記しました。

　普代村地球温暖化対策実行計画（区域施策編）（素案）について

【資料第２号】



【推進委員会後　追加提出】

NO 団体名 普代村地球温暖化対策実行計画（区域施策編）に関する意見・提言 回答及び対応

7

㈱岩手銀行

野田支店

今回の素案では、基本施策に対する取り組みや担当課の配置、また一次産

業（農業、水産）への省エネ促進や再エネ利用の取組など、具体化しており

ます。重点施策には、PDCAサイクルの中で、実現可能性を検証し、取捨選

択が必要な場面も出てくると思いますが、すべて重要な施策と感じております。

再生可能エネルギー導入・設置にあたっては、自然環境への十分配慮の上、

取組していただきたいと思います。

村の地球温暖化対策の取組については推進体制の機能が重要であること

から、行政や村民、事業者等が連携し継続的にPDCAサイクルを効果的

に回すよう取り組んでまいります。また、再生可能エネルギーの導入・設置

につきましては、事業の環境影響を事前に調査・評価し、適切な環境配

慮の確保に努めてまいります。

8

普代村行政

連絡員協議

会・普代村

公衆衛生班

連合会

普代村の特性に合致した、藻場造成事業に取り組むことを提案したいと思い

ます。

第一に、「ブルーカーボン」面では、海洋生物の作用によって、海の二酸化炭

素吸収量を増大させる試みですが、その量はグリーンカーボンをはるかに上回る

といわれています。磯焼け被害等の藻場を回復させることにより、脱炭素化に

も大いに貢献します。

第二に、普代村の重要な漁業資源である、アワビやウニなどの磯根資源を確

保し、漁場環境の保全と、水産経営構造の改善も図れます。

【参照：岩手県藻場保全・創造方針（令和3年3月31日）】

村や漁業団体のほか、漁家や村民一人ひとりが、他人事と思わずに行動する

ことが、私たちの地球環境を守り、生活を守ることに繋がると思います。また、

村の施策として公表し実施することについては、用語が非常に専門的ですの

で、わかりやすくお示しいただきたいと思います。

ブルーカーボンの創出については、本計画の重要施策としております。ブ

ルーカーボン・クレジットの認証に向けた調査検討を行い、認証後において

はクレジット売却収入を活用した藻場の再生等の海洋環境保全や漁業

活性化事業の取組を推進するものです。また、環境意識の向上について

は、村民一人ひとりが環境問題に関心をもっていただくよう、環境に関する

活動や学習・教育の機会の充実に努め、環境意識や取組意欲の向上を

図ってまいります。なお、計画の公表にあたっては、計画全体を要約しポイ

ントをわかりやすくまとめた概要版を全戸に配布することとしております。

第2回推進委員会でのご意見と対応方針 【資料第２号】


